
 

 

令和５年３月 14日 

第２回 医療的ケア児・者 

支援関係機関会議 資料４ 

  

区における医療的ケア児コーディネータ―について 

 

１ 法的根拠等 

（１）医療的ケア児コーディネーターの配置について 

・「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するた 

めの基本的な指針（令和２年度厚生労働省告示）」 

この中で、「令和５年度末までに医療的ケア児コーディネーターを配置す 

ることを基本とする。」とされている。 

 

【医療的ケア児の支援に関する他の法律等】 

・「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」 

（令和３年６月 11日制定、同年９月 18日施行） 

 医療的ケア児に対する支援措置の実施が、国・地方公共団体の「責務」と 

された。 

 

（２）他区の配置状況【令和３年度】 

  ・配置済み 11区 

  ・未配置  12区 

 

（３）区における相談窓口 

  ・地域福祉課（身体障害者支援担当） 

   障害福祉サービスの利用等に関する相談・手続き、相談支援業務 

  ・健康づくり課、地域健康課 

   乳幼児健診に関する相談、訪問相談等 

  ・保育サービス課 

   保育園入園等に関する相談・手続き 

  ・教育委員会 

   小・中学校入学等に関わる相談・手続き 

 

（４）現在の相談の流れ（退院時支援の例） 

  ①病院の医療ソーシャルワーカー→②区の地域健康課（保健師）→③区の地 

域福祉課に相談が来る。他には、施設入所を検討する場合は施設担当者との 

連絡・調整等も行う。 

 

２ 区におけるコーディネーターの役割 

（１）最初の相談窓口 

  医療的ケア児の最初の相談窓口となる。相談内容から、個別に支援のため 



 

 

に必要と考えられる各種サービス（福祉、医療、教育他の利用可能なサービ 

ス）について検討する。                                                                                        

（２）関係各所との連絡・調整 

  （１）で検討した内容の実施に向けて、必要となる関係各機関との連絡・相 

談・調整を行う。 

 

３ 今後見込まれるコーディネーターの業務内容 

（１）庁内での連携 

  関係各課（福祉部・健康政策部・こども家庭部・教育委員会の各課）と必 

要な調整や情報共有等のための発信。 

 

（２）民間事業所との連携 

  民間事業所の紹介。 

 

（３）横浜市での事例 

 ・業務内容 

 医療的ケア児・者等コーディネーターを６名配置して、令和２年度より本格

的に運用開始 

 ・名称 

横浜型医療的ケア児・者等コーディネーター（医師会と協働して配置） 

・事業所数 

市内の医師会訪問看護ステーション６か所をコーディネーター拠点に指定 

・コーディネーターの役割 

医療・福祉・教育等の専門的な研修を修了した訪問看護師がコーディネータ

ーに就任。医療的ケア児・者等からの医療・福祉・教育等に関わる各種相談

を受けて、必要に応じて関係各機関と連携しながら、安心・安全な生活を送

れるよう支援を実施。 

・研修体制 

国の「医療的ケア児等コーディネーター養成研修」のカリキュラムだけでな

く、医療機関・福祉施設・学校等での実地研修を加えた内容で独自に構成し

た「横浜型医療的ケア児・者等コーディネーター養成研修」を実施。 

・実績（令和４年４月～12月） 

 件数：延べ 539件（うち新規 303件）※１拠点あたりの月平均約 10件 

 相談対象者の年齢：３歳～６歳未満が最多である。 

 相談者：「家族」が最多、次に「病院」である。 

 相談内容：「学校について」、「保育園等」、「福祉サービス」の順に多い。 


